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今回の震災で、電気はほとんどの施設で1週間以内に使
用可能となったが、ガスは復旧に3週間以上を要した施設
も少なくなかった。
先般の中越地震では、最も早く全面復旧したのは電気で
6日後、プロパンガスが7日後、都市ガスは6週間を要した
との報告があり2）、今回も同様に、電気に比べてガスの復
旧に時間がかかっていた。特に今回の震災においては、地
震に加え沿岸部への津波襲来により、沿岸部の施設のみな
らず、仙台市ガス局のガス製造工場が床上浸水したことで
広範囲に影響を受けたものと思われる。
各施設においては、ライフラインに影響を受けながらも
被害状況に合わせた食事の提供が行われていた。電気や都
市ガスによる調理ができない施設では、プロパンガスやカ
セットコンロ、バーベキューセットや薪などを使って対応
していた。筧氏はガスについて、安全確保の面から復旧が
遅れるために有効な代替え手段をいかに準備・手配するの
かが問われると述べ、対策としてはガスの供給元と事前の
協議をすることが大切であると主張している6）。家庭用の
カセットコンロでは、医療施設での食事提供には限界があ
るため、プロパンガスの調理器具など施設の予測食事提供
量に合わせた器具を事前に手配しておくことが有効だと考
える。
今回の震災では、宮城県内全域で停電となった。電気の
使用が可能と回答した施設では自家発電により対応してい
たものと思われる。多くの施設ではエレベーターが使用で
きなくなり、階段を使用し職員による手渡し配膳を行って
いた。配膳車が使用できず、通常時よりも配膳に時間がか
かるため、運びやすい容器の検討が必要になる。また、栄
養管理ソフトの使用できるパソコン1台を自家発電で対応
していた施設においては、食数管理・食札・献立入力など
栄養事務作業を通常通り行うことができたとのことであ
る。今回は3月に起こった震災であり、冷蔵庫・冷凍庫の
電源が使用できなくても数日間は在庫の食材を使用するこ
とが可能であったが、気温が高くなる季節であれば食材の
腐敗が進むため、最低限の保冷機器を自家発電にて対応す
る必要があると思われる。自家発電の容量は施設により異
なるが、最小限の使用に限定せざるを得ないため、自家発
電の使用機器を検討しておく必要があると思われた。
断水により水道が使えない施設では、使い捨て食器や食
器にラップを敷いて使用するという工夫もみられた。しか
し、使い捨ての食器を使用することで、ごみの量が増えて
処理が困難であったという意見もあり、ごみの置き場所確
保とともに、今回の震災のようにガソリン不足が生じた場
合には、処理場への運搬ができなくなるということも考慮
しなければならない。災害時の備えとして、食料の確保や
調理のことに重点を置きがちであったが、配膳、下膳、食
器洗浄を含めた給食管理の業務全般とごみ処理などにおい
ても非常時ならではの対応や工夫が必要だと考えられる。
栄養管理部門災害時マニュアルを有している施設で「マ
ニュアルが役に立った理由」、マニュアルを有していない
施設で「マニュアルが必要と感じた理由」の二つ目に備
蓄・献立に関することが挙げられていた。「マニュアルが
役に立った理由」をみると、災害時用の献立を作成してお
いたことで、対応しやすかったとの回答があった。
震災後に提供した食事形態としては、「ごはん・粥の対
応」が早い時期から始まり、次いで「摂食嚥下困難食」、
「アレルギー食」、「治療食」、「嗜好による対応」となって
いた。「ごはん・粥の対応」や「摂食嚥下困難食」への対
応が一番早かったことは、備蓄が多く、エネルギーの大半
を占め、空腹を満たすものである主食の形態に対応するこ
とを最優先にした結果であり、現場の栄養士・管理栄養士
は、 “患者さんの命を支えるための食事” を提供していたも
のと考えられる。このことが、震災時の栄養管理として、
最も重要な役割だと考える。
食数の推移をみると、震災後特別食の割合が低下し、一
般食の割合が増加していた。特別食への対応が出来ずに、
特別食が必要な患者さんに対しても一般食を提供せざるを
得なかった様子が推測できる。また、震災後に最も多く
確認された患者の症状が「体重減少」であった。このこ
とは、震災後に提供した栄養量が通常と同程度であった施
設がわずか10.4％であり、ほとんどの施設で提供した食
事の栄養量が少なかったことや、震災のストレスによる食
欲低下も体重減少の要因になったのではないかと推測され
る。
震災時の栄養管理を考えるにあたり、特別食や個別対応
が困難な環境下において、多くの患者に対応が可能な備蓄
食品を選定し献立を作成しておくことが必要となる。摂食
嚥下困難者用の食品は、高齢者に限定されることなく乳幼
児の離乳食などにも対応が可能となる。食塩を調整した献
立は心臓病・腎臓病・糖尿病・肝臓病など多くの疾患に対
応が可能となる。個々の施設の特徴に応じた備蓄・献立を
準備しておくことが今後の課題として重要だと考える。
栄養管理部門災害時マニュアルを有している施設で「マ
ニュアルが役に立った理由」、マニュアルを有していない
施設で「マニュアルが必要と感じた理由」の三つ目に共通
理解に関することが挙げられている。
岩手・宮城内陸地震後に宮城県栄養士設置市町村連絡協
議会で作成された「災害時における市町村栄養士活動マニ
ュアル」に示されていた行政の支援が80％の施設に対応
されていたことは、岩手・宮城内陸地震の教訓が生かされ
ていた結果であると思われた。しかしながら、食品の流
通・支援物資について、欲しい物資と送られてくる物資の
不一致が起きたとの意見もある。電話などの連絡手段が途
絶え、情報の共有が図りづらかったことが要因の一つと考
えられる。対策としては、施設側が備蓄内容と照らし合わ
せて、災害時に不足が予想される物資のリストを作成して
おき、非常事態にはそのリストの優先順位に合わせて、納
品・支援物資の運搬をしてもらえるような話し合いをして
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おくことが必要と考えられる。また、今回のようにガソリ
ン不足が生じた場合には、遠方の業者からの納品ができな
くなるため、近隣の業者に納品してもらうなど近隣の震災
時契約業者の選定も有効なのではないかと考える。
今回経験した未曾有の大震災を教訓に、栄養部門内・施
設内さらには地域・行政・委託業者や取引業者らとの連携
を強化し、予測のできない次の震災に備えておくことが重
要だと考える。
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「東日本大震災における宮城県内医療施設での栄養管理について」
【緒言】東日本大震災では、地震と津波により広範囲で被害が発生し、医療施設の栄養管理部門において
も混乱が生じたと推測される。本研究では、震災前の危機管理体制と震災の被害状況および食事対応に
ついて、さらに栄養管理体制と入院患者への影響について調査し、今後の危機管理体制の向上に貢献す
ることを目的とした。【方法】2011年6月～ 8月、宮城県内の病院及び診療所128施設を対象としアンケ
ート調査を実施、有効回答率は53.5％（68施設）であった。震災前の危機管理体制（備蓄食、マニュアル）、
給食施設への影響（設備・ライフライン、献立、食数、食品の流通）、栄養管理体制と患者への影響（栄
養管理業務、患者への影響）について検討した。【結果】備蓄食は98.5%で準備され、主食91.2％と主菜
86.8％が多く、副菜29.4％と乳製品14.7％が少なかった。マニュアルは69.1％で有し、無かった施設の
85.7％で必要性を感じていた。89.7％の給食設備で一部または全部使用不可となった。献立変更を行っ
た施設は98.5％で、89.6％の施設が通常より少ない栄養量で食事を提供した。食数は一般食が増加し特
別食は減少した。48.5％の施設で入院患者以外の食事を提供した。食事対応に比べて個別栄養指導など
の栄養ケアには時間を要した。震災による患者への影響として「体重減少」32施設、「褥瘡発生または
悪化」25施設が見られた。【考察】備蓄食はライフライン停止を想定し、不足しがちな栄養素や病床者・
高齢者対応食品の選定、さらに入院患者以外の食事を含めて検討しておくことが必要と考える。震災時
の医療施設における栄養管理として、備蓄、食品の流通・支援体制、可能な限り目標栄養量を達成でき
る献立などを入れたマニュアルを整備しておく必要があると考える。
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